
 





2 貸借対照表（一般会計特別会計各会計合算） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流動資産 

 作成基準日から１年以内に現金化しうる資産です。 

固定資産 

 作成基準日から１年を超えた以降に現金化される資産又は現

金化することを目的としていない資産です。 

 

事業用資産 

 県営住宅、県立学校、庁舎など公共用の資産（インフラ資

産を除く）。特許権、ソフトウェア等の無形固定資産を含む。  

＜主な資産＞県営住宅:5,351 億円、県立学校:5,031 億円 

インフラ資産 

 道路、橋りょう、下水道、河川等の社会生活の基盤となる

資産  

＜主な資産＞道路:2 兆 7,776 億円、河川:1 兆 1,328 億円 

物品 

 取得価額が 100 万円以上の物品、自動車等 

投資その他の資産 

 投資及び出資金（県関係団体、第三セクター等への出資金・

出えん金）や基金（流動資産計上のものを除く）、第三セク

ター等の団体への貸付金、破産更生債権等（未収金や貸付金

のうち、経営破綻に陥っている債務者に対する債権）など 

資産の部 

 県がどのくらいの資産を保有しているかを表します。 

未収金 

 収入すべきもののうち、未収納の金額 

不納欠損引当金 

 未収金のうち将来回収不能が見込まれる金額 

（参考）未収金 - 不納欠損引当金 = 311 億円 

基金 

 減債基金のうち翌年度に取り崩す予定の金額及び財政調整

基金（全額）を流動資産に計上。それ以外の基金は、固定資

産の「基金」に計上。 

＜基金総額＞ 6,528 億円 

貸付金 

 企業庁の工業用水道事業、水道事業への貸付金及び第三セ

クター等の団体、法人・個人への貸付金のうち、翌年度に償

還期限の到来する予定の金額を「短期貸付金」に計上。それ

以外の貸付金は、固定資産の「長期貸付金」に計上。 

＜貸付金総額＞ 2,299 億円 

貸倒引当金 

 貸付金のうち将来回収不能が見込まれる金額 

（参考）貸付金 - 貸倒引当金 = 2,301 億円 
貸倒引当金算定の対象とした貸付金には、短期貸付金、長期貸付金のほ

か、破産更生債権等を含みます。 

流動負債 

 作成基準日から１年以内に返済すべき負債です。 

固定負債 

 作成基準日から１年を超えて返済時期が到来する負債です。 

 

負債の部 

県が将来支払わなければならない負債がどのくらいある

かを表します。 

地方債 

 県の資産形成等のために発行した地方債のうち、翌年度償

還予定額を流動負債の「一年以内償還予定地方債」に計上。  

それ以外の地方債は、固定負債の「地方債」に計上。 

＜地方債総額＞ 5 兆 4,533 億円 

還付未済金 

 県に対する過誤納金のうち、平成 25 年度末までに還付が

終了しなかったもの 

賞与引当金 

 平成 26 年 6 月支給の期末・勤勉手当の対象期間は、前年

の 12 月から 5 月までであることから、前年の 12 月から 3

月までの 4 か月分を期末時点で発生している負担相当額とし

て計上 

借入金 

 他会計からの借入金のうち、翌年度償還予定額を流動負債

の「一年以内償還予定長期借入金」に計上。それ以外の借入

金は、固定負債の「長期借入金」に計上。 

未払金 

 県の支出額が確定し、後年度に支払が予定されているもの

のうち、翌年度支出予定額を流動負債の「未払金」に計上。 

それ以外の未払金は、固定負債の「長期未払金」に計上。 

退職手当引当金 

 作成基準日に、在職する全職員が自己の都合により退職す

るものとした場合の退職手当支給見込額 

損失補償等引当金 

 県の財政支援を受ける出資法人等の債務に対する県の損失

補償や公的信用保証、制度融資等に係る県の損失補償の金額

のうち、将来の負担が見込まれる一定額を引当金として計上 

純資産の部 

資産総額から負債総額を引いた差額を表します。 

参考 
 

貸借対照表のポイント 

資産の部の構成比を見ると、事業用資産が

24.2%、インフラ資産が 57.7%となり、合

わせて資産全体の約 8 割を占めています。 

また、負債の部では、流動負債、固定負債

に計上した地方債の合計が 5 兆 4,533 億円

となり、負債全体の 86.8%を占めています。 

 解説 

県民一人当たりの貸借対照表

負債 84万円

純資産 30万円

愛知県の人口 7,478,606人

（平成26年1月1日現在住民基本台帳人口）

資産
114万円

各財務諸表の計数は、官庁会計における出納整理期間の歳入及び歳出やこれに伴う資産及び負債の増減を反映しています。 
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平成26年3月31日現在 （単位：億円）

金額 金額

 資産の部  負債の部

 流動資産 1,449  流動負債 3,078

現金預金 237 一年以内償還予定地方債 2,494

未収金 337 一年以内償還予定長期借入金 6

不納欠損引当金 △ 26 未払金 150

基金 725 還付未済金 6

短期貸付金 176 一年以内支払予定リース債務 －

貸倒引当金 △ 1 賞与引当金 419

その他流動資産 0 その他流動負債 4

 固定資産 83,924  固定負債 59,746

事業用資産 20,641 地方債 52,039

インフラ資産 49,290 長期借入金 101

物品 191 長期未払金 1,320

投資その他の資産 13,802 リース債務 －

投資及び出資金 6,029 退職手当引当金 5,799

投資損失引当金 △ 206 損失補償等引当金 484

破産更生債権等 58 その他固定負債 3

基金 5,802

長期貸付金 2,123

その他債権等 52

貸倒引当金 △ 56

62,824

 純資産の部

 純資産 22,549

22,549

85,373 85,373

科目 科目

 負債の部合計

 純資産の部合計

 資産の部合計  負債及び純資産の部合計
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